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平素から大阪府政の推進に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
本府は、国と地方がそれぞれの権限・財源・責任を明確に分離し、「地域のことは地域の責任で決める」地域主権の確立を目指すべき、また現在の国と地方の役割分担の中においても、地域の判断が尊重される仕組みであるべきと考えています。
国土交通省が所管する淀川水系５ダム（大戸川ダム、　　　　　　天ケ瀬ダム再開発、川上ダム、丹生ダム、余野川ダム）については、　　　平成21年2月13日の淀川水系河川整備計画（案）に対する知事意見並びに平成22年9月21日の丹生ダムに対する要望において、本府の考え方を示しました。
このたび、国及び独立行政法人水資源機構から大戸川ダム、　　　天ケ瀬ダム再開発、川上ダムの計画に関する照会がありましたので、これらに対して意見を回答したところですが、併せて、淀川水系　　５ダム、現在実施されているダム検証及び直轄事業負担金制度に関し、地域の意見を十二分に反映するよう、以下の点について、強く要望　します。
平成23年1月
大阪府知事　橋下　徹
１．淀川水系５ダムについて
· 大戸川ダム
治水ダムとしては、一定の治水効果はあるものの、淀川水系における　施策の優先順位を踏まえ、ダム本体工事は凍結するものとし、当面は生活　再建事業である付替県道の整備に協力するが、事業の実施に際しては、　建設費用とその負担の更なる縮減を図ること。
· 天ケ瀬ダム再開発
事業の実施に際しては、建設費用とその負担の更なる縮減を図ること。
· 川上ダム
現在実施されているダム検証にあたっては、大阪府水需要予測の下方　修正を踏まえ、既存ダムの利水容量の有効活用などによる計画の再検討を行うとともに、建設費用とその負担の更なる縮減を図ること。
· 丹生ダム
異常渇水対策の必要性も含めた調査・検討結果を早急に明らかにした　うえで、それを踏まえた事業計画の早期提示を求める。また、利水撤退に係る精算を早急に実施すること。
· 余野川ダム
箕面森町の事業に支障を生じさせないことや、関連する地域整備事業の完遂並びにダム事業用地の維持管理について、国が責任をもって対応すること。
特に、利水負担金については、これまで追徴金撤回はもとより既払　　負担金11億円の全額返還を求めてきたところである。利水精算に　　　あたっては、ダム建設の遅れにより大阪府営水道への水源変更を余儀なくされたという箕面市の特殊事情を十分に踏まえ、早期解決を図ること。
２．ダム検証について
「できるだけダムにたよらない治水対策を目指すこと」、「ダム事業中止に伴うルールを策定し、地方の負担を明確にすること」、｢大阪府域の治水　安全度に影響を与えないこと」を基本的な考え方として、その検証過程において地方の意見を十分反映すること。
３．直轄事業負担金制度について
「直轄事業負担金制度の廃止に向けた工程（素案）」が地域主権戦略大綱（平成22年6月）の中で明記されたことを踏まえ、早急に直轄事業　　負担金制度を廃止すること。
また、維持管理に係る直轄事業負担金が平成23年度に全廃される　ことを契機に、将来の維持管理費の軽減を主目的とする施設の建設費についても地方負担の縮減を図ること。
